
岐岐阜阜県県石石油油商商業業協協同同組組合合  
   
所在地 〒500-8281 岐阜市東鶉１丁目３番地の２ 
  電 話 058(271)2903  ＦＡＸ 058(271)2905 
  E-mail g-sekiyu@sirius.ocn.ne.jp 
  HP ｱﾄﾞﾚｽ http://gssnet.jp 
 
 第１回官公需適格組合証明取得  昭和５９年５月 
 
 （１）代 表 者   代表理事 松久 嘉之 
 （２）設立年月日   昭和２７年９月１５日 
 （３）出 資 金   ８，９６３万円 
 （４）組合の地区   岐阜県下全地域 
 （５）組合員数    ５０２名 
 （６）組合員資格   ・石油販売を行う事業者であること 
            ・岐阜県内に事業所を有すること 
 （７）事務局責任者役職・氏名  専務理事 青木 光弘 
                 常勤職員数６名 
 （８）主な物的施設  事務所（所有） 延１０４８．３㎡ 
            土 地（所有）   ８０４．０㎡ 
            その他の設備等   ― 
 （９）主な受注品目  燃料類（ガソリン、軽油、灯油、重油、オイル） 
 （10）共同受注実績   

年    度 受 注 件 数 受  注  額 
平成 16年度 ７件 ６４，６２９千円

平成 17年度 ７件 ８１，９８９千円

 

平成 18年度 ８件 １０５，６８３千円

 

     主な発注機関 
     (1) 国等     （  ―  ） 
     (2) 地方公共団体 
      (a) 都道府県  （ 岐阜県 ）  
      (b) 市 町 村  （  ―  ） 
 （11）組合が受けている資格・許認可 
      石油製品販売業開始の届出 平成１１年２月２４日 
      中部経済産業局 届出番号 ４－２１－００－３３１７ 
 
《ＰＲコーナー》昭和５９年に官公需適格組合証明を取得して以来、安定的な供給を目指

し、官公庁の利便性に資することに努めています。近年では県下８００ヶ所の組合員給油

所において給油ができるというメリット（組織率８１％）を生かし、岐阜県と平成１４年

９月に緊急車両への優先供給協定を、平成１７年９月には大規模災害時帰宅困難者支援協

定を締結する等の活動もしています。今後は現受注先以外の官公庁等とも契約し、実績を

伸ばしていきたいと考えています。 
 
 

mailto:g-sekiyu@sirius.ocn.ne.jp
http://gssnet.jp/


協協同同組組合合ケケーーエエススジジーー  
  
所在地  〒507－0901 岐阜県多治見市笠原町２８２７番地の１ 
電 話  0572(43)3218  ＦＡＸ 0572(43)4734 
Ｅ-mail  ksg@ninus.ocn.ne.jp 
HPｱﾄﾞﾚｽ http://www.chuokai-gifu.or.jp/ksg/ 

 
 第１回官公需適格組合証明取得   昭和５７年６月 
 （１）代 表 者  代表理事 入谷 弘喜 
 （２）設立年月日  昭和２８年８月１２日 
 （３）出 資 金  １６３１万円 
 （４）組合の地区  多治見市笠原町 
 （５）組合員数   ３２名 
（６）組合員資格  タイル及び陶磁器飲食器の卸販売業 
 （７）事務局責任者役職・氏名 専務理事 加納 幹也 
                常勤職員数９名（うち技術者数 １名） 
 （８）主な物的施設  事務所（所有）     ２００㎡ 
            土 地（所有）   １，０５８㎡ 
            その他の設備等      ― 
 （９）主な受注品目  陶磁製タイル及び陶磁器飲食器 
 （10）共同受注実績   

年    度 受 注 件 数 受  注  額 
平成16年度 ８７件 ９８，８３７千円 
平成17年度 ８６件 １３５，６８６千円 

 

平成18年度 ４０件 １２８，１７４千円 

 

     主な発注機関 
     (1) 国等 （国土交通省･農林水産省） 
     (2) 地方公共団体 
      (a) 都道府県 （岐阜県･愛知県･三重県） 
      (b) 市 町 村 （岐阜市･大垣市） 
 （11）組合が受けている資格・許認可 
   公共建築協会評価、優良景観材料推奨書 
   一般建設業（タイル･レンガ･ブロック工事業） 
 

《ＰＲコーナー》「ＭＩＮＯＩＲ」ミノアールのブランドで官公庁建造物に納入している

実績が認められて、最近では民間建築物の受注が増加してきました。 
美濃焼ＣＴタイルもセルフクリーニング機能と環境浄化タイルとしての実績が高く評価

され最近５年間の実績として約２５００物件を越える程になりました。又、軽量タイル「ク

ライトブリック」を新規に製品開発致しました。このタイルは戸建の外壁・内壁の最適品

なので、リフォーム用として力を入れていきたいと思っています。今後とも新しい機能性

タイルの開発事業に取り組んでいく所存であります。 

mailto:ksg@ninus.ocn.ne.jp
http://www.chuokai-gifu.or.jp/ksg/


ＣＣＦＦ建建設設協協業業組組合合  
  所在地 〒509－2518 岐阜県下呂市萩原町上呂２１５５番地 

電 話 0576(54)1324 FAX 0576(54)1577 
E-mail Info@cfken.com 

   HPｱﾄﾞﾚｽ http://cfken.com/index.htm 
 

 第１回官公需適格組合証明取得 平成１６年１０月 
 （１）代 表 者   代表理事 島  秀太郎 
 （２）設立年月日   平成 ５年 ２月２４日 
 （３）出 資 金   ９，０５８万円 
 （４）組合の地区   ― 
 （５）組合員数    ３名 
（６）組合員資格   加入時において土木一式工事、又は建築一式工事の全部の事業を

営む中小企業団体の組織に関する法律第５条に規定する中小企

業者とする 

 （７）事務局責任者役職・氏名 総合管理部課長 岡崎 享弘 
                    常勤職員数 ２１名（うち技術者数 １０名） 
 （８）主な物的施設  事務所（所有）  ５０７．８㎡ 
            土 地（所有）  ４９５．０㎡ 
 （９）主な受注品目   土木一式工事業．建築一式工事業．とび・土工工事業 

            舗装工事業．管工事業．造園工事業．水道施設工事業 
 （10）共同受注実績 

年    度 受 注 件 数 受  注  額 
平成16年度 １３件 ３０３，４１０千円 
平成17年度 １０件 ３５０，６７３千円 

 

平成18年度 １２件 ３８７，８３０千円 

 

     主な発注機関 
     (1) 国等 国土交通省（高山国道事務所）・水資源機構・緑資源機構 
     (2) 地方公共団体 岐阜県（下呂土木事務所・下呂農林事務所）・下呂市 
 （11）組合が受けている資格・許認可 
    建設業許可 岐阜県知事許可（特・般－１７第１５５４０号） 
    産業廃棄物収集運搬業許可 岐阜県知事許可（第２１０１０５９９１３号） 
    ＩＳＯ９００１：２０００ 登録番号 ＪＱＡ－ＱＭ７０７６ 

 
《ＰＲコーナー》当組合の受注主体である岐阜県並びに下呂市においては、公共事業費の削

減により、工事発注件数が毎年減少しており、今後も更に減少すると予想しております。こ

のような情勢の中で当組合の経営環境も益々厳しくなると認識しております。このような状

況下でありますが、2001年には当組合の更なる技術力の向上及び高品質の商品を提供し顧客
の満足を得るという理念の元に、県下でも早い時期にISO9001：2000を取得すると共に、建
設CALSの推進にも全力で取り組んでおります。 

mailto:Info@cfken.com
http://cfken.com/index.htm


協業組合高登建設 
 

   所在地 〒509-4301 岐阜県飛騨市河合町角川１９８番地１ 

電 話  0577(65)2129  FAX  0577(65)2411 
E-mail takato88@lilac.ocn.ne.jp 
   HPｱﾄﾞﾚｽ ― 
 
 第１回官公需適格組合証明取得  昭和５５年１１月 
 

 （１）代 表 者    代表理事 安達 康重 
 （２）設立年月日    昭和４８年３月２６日 
 （３）出 資 金    ４，１８４万円 
 （４）組合の地区   ― 
 （５）組合員数    ５名 
 （６）組合員資格   加入時において土木一式工事、又は建築一式工事の全部の事業を

営む中小企業団体の組織に関する法律第５条に規定する中小企

業者とする 
 （７）事務局責任者役職・氏名 総務課長 吉本 克 
                       従業員数 30 名（うち技術者数 10名） 
 （８）主な物的施設  事務所（所有）   432㎡ 
            土 地（所有）   4,100㎡ 
            その他の設備等  自家用給油所80㎡ 倉庫兼整備場520㎡ 

                     建築作業場 296㎡ 
 （９）主な受注品目 土木、建築、とび、土工コンクリート、造園、舗装、水道、 

           管工事業 
 （10）共同受注実績   

年    度 受 注 件 数 受  注  額 
平成16年度 ３７件 ６２８，８２６千円 
平成17年度 １８件 ７４２，９７１千円 

 

平成18年度 ２５件 ６０５，４５０千円 

 

     主な発注機関 
     (1) 国等  （中部地方整備局高山国道工事事務所） 
     (2) 地方公共団体 
      (a) 都道府県   （岐阜県） 
      (b) 市 町 村   （飛騨市） 
 （11）組合が受けている資格・許認可  
    建設業許可 岐阜県知事許可（特・般－１９第８４９号） 

 
《ＰＲコーナー》 

当組合は岐阜県の北端に位置し、県立自然公園天生の高層湿原や、ぶなの原生林、又飛騨



の匠伝説など、美しい自然と民話に恵まれた飛騨市河合町にあります。当地は豪雪地帯で

はありますが厄介者の雪を利用し、雪室、雪冷房、雪を使った夏場のｲﾍﾞﾝﾄ、町をあげて

の雪祭りなど雪利用の町おこしも盛んです。 
 組合設立以来、官公需を主に順調に歩んで参りましたが近年の公共工事の大幅縮減や自

治体の厳しい財政事情により、工事高は減少しています。今後も受注増は見込まれないた

め、受注減少下での経営改革に取り組んでいます。民間工事への参入拡大や、新分野事業

の検討など課題が多くあります。これからの時代は、施工工事の品質の確保が一段と問わ

れる時代となっております。経営的にも厳しい情勢下ですが、より良い品質向上、技術力

向上、安全意識向上を目指し従業員の各種研修や資格の取得など、従業員育成に努めてい

ます。 
 当地域は、高齢化と、人口減少が著しい山村地域で、災害発生時や豪雪時等、重機械出

動による災害復旧活動や道路除雪作業など、地元の建設産業は重要な存在であり、地域住

民から頼りにされている重要な存在です。これからも誠実な施工と、健全経営を目標に、

地域に根ざした優良組合となるよう全員が努力しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



中中部部電電友友協協同同組組合合  
 
  所在地 〒500-8385 岐阜市下奈良一丁目１７番９号 
  電 話  058(274)5281  FAX 058(274)7791 
  E-mail info@chubudenyu.or.jp 
  HP ｱﾄﾞﾚｽ http://www.chubudenyu.or.jp 
 
 第１回官公需適格組合証明取得  平成１５年７月 
 （１）代 表 者   代表理事 渡邉 數明 
 （２）設立年月日   平成１０年１０月 ９日 
 （３）出 資 金   ５１５万円 
 （４）組合の地区   岐阜県及び愛知県 
 （５）組合員数    ３２名 
 （６）組合員資格   ・電気設備工事を行う事業者であること 
            ・組合の地区内に事業場を有すること 
 （７）事務局責任者役職・氏名  事務局長 中村 研二 
                 常勤職員数３名（うち技術者数 ２名） 
 （８）主な物的施設  事務所（借用）      ４０㎡ 
            土 地（借用）     １６５㎡ 
            その他の設備等 パソコン４台、プリンター3台 
                    プロッター1台 
 （９）主な受注品目  電気設備工事 
 （10）共同受注実績 

年    度 受 注 件 数 受  注  額 
平成 16年度 15件 21,830千円 
平成 17年度 12件 19,492千円 
平成 18年度 5件 19,341千円 

     主な発注機関 
     (1) 国等     （ ― ） 
     (2) 地方公共団体 
      (a) 都道府県（岐阜県・愛知県） 
      (b) 市 町 村  （ ― ） 
 （11）組合が受けている資格・許認可 
   一般建設業（電気工事業）の許可平成 17年 4月 10日 岐阜県知事許可（般―１７） 
   第１００６７９号 電気工事業届出平成 12年 5月 1日岐阜県知事弟 1204号 
 
《ＰＲコーナー》 
 当組合は、岐阜県と愛知県の電気工事業者 32社が組合員となり岐阜県中央会の指導 
のもと、官公需適格組合の認定を平成 15 年に受け、現在は、国、県、市町村への積極的
受注活動を行っております。また、事務局と各組合員は、インターネットを使ったネット

ワークを構築し情報共有を積極的に行っております。岐阜県は他の地方自治体に比べ電子

入札が積極的に推進されている関係で、当組合も積極的に利用し受注機会を増やしており

ます。更なる発展を遂げるよう関係省庁との協力を図り、より地域貢献できる組合に発展

させたいとかんがえております。 

mailto:info@chubudenyu.or.jp
http://www.chubudenyu.or.jp/


土岐市陶磁器卸商業協同組合 
 

所在地 〒509-5121 岐阜県土岐市土岐津町高山４番地 

電 話 0572(53)0005 ＦＡＸ 0572(55)6177 

Ｅmail tougiki@sweet.ocn.ne.jp 

ＵＲＬ http://www.chuokai-gifu.or.jp/tosho/又はhttp://www.tokishi.com/ 

 

第１回官公需適格組合証明取得 平成１０年１１月 

 

 （１）代 表 者   代表理事 齊木 克躬 

 （２）設立年月日   平成３年４月１日 

 （３）出 資 金   ４，０９０万円 

 （４）組合の地区   岐阜県土岐市 

 （５）組合員数    １６９名 

 （６）組合員資格   ・陶磁器の卸売業を行う事業者であること 

            ・組合の地区内に事業場を有すること 

 （７）事務局責任者役職・氏名  専務理事 長谷川 祥司 

                 常勤職員数８名 

 （８）主な物的施設 事務所（借用） ２５９．６６㎡ 

           土 地（所有） ４６２．００㎡ 

           その他の設備等 展示販売場 153.00 ㎡、倉庫 794.95 ㎡ 

 （９）主な受注品目 高強度磁器製給食用食器・陶磁器製飲食器ほか 

 （10）共同受注実績  

年度 受注件数 受注額 

平成１６年度 １１件 １０，３４０千円 

平成１７年度 １１件 １４，８３８千円 

平成１８年度 １１件 １２，６１２千円 

   主な発注機関 

   (1) 国等      ― 

   (2) 地方公共団体 

     (a) 都道府県 東京都・岐阜県ほか 

     (b) 市 町 村 土岐市ほか 

 （11）組合が受けている資格・許認可 

    該当なし 

 

《ＰＲコーナー》 

学校給食は、戦後食糧のない時代の児童生徒の栄養改善の目的から、飽食の現在では、

日々の食事を通してあたたかい生活習慣の収得、自分の健康管理のための学習の場に大き

く変わっています。 我が国の食文化は、繊細な感性が生み出す独特のものであり、「器

も料理のうち」といわれる様に、料理と器を不離一体のものとして捉え、心豊かな食生活

を理想としております。「ゆとりある教育」を進める上で、安全・安心といった根本的課

題を解決することは重要であり、人間の生活の基本である食生活をより豊かにする給食用

食器のあり方は、大切な今日的課題であり、「食育」の必要性が叫ばれる程であります。 

mailto:tougiki@sweet.ocn.ne.jp
http://www.chuokai-gifu.or.jp/tosho/
http://www.tokishi.com/


 高強度磁器は、理想的な給食を実現するため、１３００有余年の陶業の歴史を持ち、現

在も陶磁器の一大生産地である土岐市が、土岐市陶磁器試験場において１９８５年にファ

インセラミックスの技術を応用し開発し、業界への技術移転により製品化に成功し、既に

全国３，９００ヶ所以上の保育園・幼稚園や学校、病院、公官庁等でご利用いただいてい

るところです。 

 なお、高強度磁器とはいえ、極端な取り扱いをすれば破損する可能性もありますので、

学校などでは「物を大切にする」という教育的効果も表れ、給食時の姿勢が良くなったと

好評をいただいております。もちろん、強化ガラス食器のような危険性の高い割れ方はい

たしません。また、高強度磁器は高温焼成され極めて安全且つ衛生的であり、生殖機能に

悪影響を及ぼすと言われます環境ホルモンの心配は全くありませんし、高温による保管が

可能ですので O－１５７対策としても極めて有効なものと存じます。 

 世界屈指の規模を誇る陶磁器生産地「美濃焼の主産地土岐市」が自信を持ってお奨めす

る“高強度磁器製給食用食器”を是非ご採用賜りますよう心からお願い申し上げます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



美美濃濃タタイイルル商商業業協協同同組組合合  
 
 所在地 〒507-0016 岐阜県多治見市金岡町２丁目７５番地 
  電 話 0572(22)0546 FAX 0572(22)0516 
  E-mail  minotile@poplar.ocn.ne.jp 
  HPｱﾄﾞﾚｽ http://www.chuokai-gifu.or.jp/minotile/ 
 
 第１回官公需適格組合証明取得 昭和６３年５月 
 

 （１）代 表 者   代表理事 加藤 律郎 
 （２）設立年月日   昭和２７年4月1日 
 （３）出 資 金   ９１５万円 
 （４）組合の地区   多治見市及び土岐市 
 （５）組合員数    ２８名 
 （６）組合員資格   ・タイル販売業を行う事業者であること 
           ・地区内に店舗を有すること 
 （７）事務局責任者役職・氏名  専務理事 杉村 俊一郎 
                 常勤職員数２名 

 （８）主な物的施設  事務所（借用）      ６７㎡ 
            土 地（所有）   １，００４㎡ 
            その他の設備等  美濃焼タイル展示場(３４０㎡) 
 （９）主な受注品目 陶磁製タイル 

           (内外装用、壁・床タイル・歩道修景用・復元タイル等) 

 （10）共同受注実績 
年    度 受 注 件 数 受  注  額 
平成16年度 ２件 ７，４７８千円 
平成17年度 ２件 ６，８５２千円 

 

平成18年度 ２件 ５，９６８千円 

 

     主な発注機関 
     (1)国等     （  ―  ） 
     (2)地方公共団体 
      (a) 都道府県 (岐阜県) 
      (b) 市 町 村 (多治見市・土岐市・瑞浪市等) 
 （11）組合が受けている資格・許認可 
             な  し 
 
《ＰＲコーナー》当組合は、設立以来54年の歴史を持つ産地卸売業者28社を擁する協
同組合であります。設立以来、諸々の経済局面、即ち終戦後の混乱期、オイルショ

ック、円高、大手資本メーカーの介入、バブル経済崩壊、デフレ不況など実に諸々

の局面を経て今日に至っております。 

mailto:minotile@poplar.ocn.ne.jp
http://www.chuokai-gifu.or.jp/minotile/


 現今、業界の国内出荷額は、過去最高実績平成３年の約2,400億円をピークに以降
は右背下りの状況にあり、平成18年実績約820億円と厳しい状況下での組合活動・事
業展開となっております。私ども組合も時流にそっての変革が求められております

が、すでに組合組織団体としてのスケールメリット追求型事業は終焉。組合員各々

独自での特性を生した特色ある経営に対する組合による支援策を模索中であります。

官公需共同受注事業については、物件の減少、厳しい価格競争に直面し実績低下に

苦慮の状況に有ります。 
 現在、業界あげて需要拡大に向け努力中で有りますが、私どもは“官公需適格組

合”である旨を旗印とした「タイル総合カタログ」(最新版Aサイズ420頁強)を隔年
発刊、これを毎春開催の東京ビッグサイト建築・建材展にて展示・配布するなど、

全国規模での積極的な商品PRを展開中の組合であります。 
 
 


